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第１ 募集要項の位置づけ 

この募集要項（以下「募集要項」という。）は、宇部市（以下「市」という。）が「民間資金等の

活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律」（平成11年法律第117号。以下「PFI法」と

いう。）に準じて常盤通りにぎわい交流拠点利活用事業（以下「本事業」という。）を実施するにあ

たり、民間事業者を公募型プロポーザル方式により募集及び選定するため、本事業への参加を希望

する事業者（以下「応募者」という。）を対象に配布するものである。 

募集要項に合わせ配布する以下の資料を含め、「募集要項等」と定義する。応募者は、募集要項等

の内容を踏まえ、応募に必要な書類を提出すること。 

なお、募集要項等と実施方針（令和4年8月公表）、要求水準書（案）（令和4年8月公表）及び

質問回答書（令和4年10月公表）に相違がある場合は、募集要項等の規定を優先するものとする。 

募集要項等に記載がない事項については、募集要項等に関する質問への回答によることとする。 

 

 別添1：要求水準書 

 別添2：事業者選定基準書 

 別添3：様式集及び記載要領 

 別添4：サービス対価の算定、支払い及び改定方法 

 別添5：基本協定書（案） 

 別添6：基本契約書（案） 

 別添7-1：施設整備契約書（案） 

 別添7-2：公共施設建物譲渡契約書（案） 

 別添8：指定管理者基本協定書（案） 

 別添9：定期借地権設定契約書（案） 

 

 

  



2 

 

第２ 事業内容に関する事項 

1. 事業名称 

常盤通りにぎわい交流拠点利活用事業 

 

2. 事業対象地の概要 

所 在 地：山口県宇部市常盤町一丁目8－9、8－16、8－7 

敷地面積：4,214㎡ 

※詳細は「第４ 1立地に関する事項」参照 

 

3. 公共施設等の管理者等 

宇部市長 篠﨑圭二 

 

4. 事業目的 

旧山口井筒屋宇部店は、中心市街地のにぎわい創出が図れるよう市民有志の方々から寄附をいた

だき、令和元年6月7日に市が土地・建物を取得し、利活用を推進している。これまで、基本計画

案を令和2年8月に公表したが、市議会の審議結果を踏まえて、再度ゼロベースで検討することに

した。 

これらの背景を踏まえ、令和4年3月には、サウンディング型市場調査の結果や市民ニーズ調査

等の結果を踏まえ、中心市街地の活性化・にぎわい創出につなげるため、常盤通り（国道190号）

を中心とした市役所周辺地区にどのような機能を配置すべきかの視点も含めて、当該土地・建物の

利活用の方向性を導き出し、旧山口井筒屋宇部店利活用計画（以下、「利活用計画」という。）とし

てとりまとめた。 

また、市では、常盤通り（国道190号）を中心に「居心地がよく歩きたくなる」まちなかの形成

を目指し、歩道や副道の一部を活用した「ウォーカブル」なまちづくりに取り組んでおり、さらに

その周辺では市新庁舎建替えや真締川公園の一部を含む周辺整備も行われている。 

本事業は、これらと連携し、常盤通りを中心とした魅力的で回遊性のある街並みの形成に向け、

にぎわい創出の拠点づくりを図ることを目的とする。 
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5. 事業の対象となる公共施設等の名称及び位置づけ 

① 名称 

宇部市常盤通りにぎわい交流拠点施設 

 

② 施設の位置づけ 

「地方自治法」（昭和22 年法律第67 号）第244 条に定める公の施設として位置付ける。 

 

6. 事業概要 

① 総則 

ア 本施設の構成 

a. 公共施設等 

b. 民間施設 

イ 公共施設等の機能構成 

a. 公共施設 

・子育て支援拠点 

・くつろぎ交流機能 

b. 外構（駐車場、駐輪場、緑地、通路等） 
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② 特定事業者の業務範囲 

本事業は、公共施設等の設計、建設を行い、総括管理、維持管理、運営業務を実施すること

及び民間施設事業を実施することを業務の範囲とする。なお、本施設の公共施設等は、公の施

設であることから、特定事業者は地方自治法第244条の2第3項の規定による指定管理者とし

て、公共施設等の維持管理及び運営業務を実施する。 

 

特定事業者の業務の概要は以下のとおりである。また、市と特定事業者の役割分担の詳細及

び各項目の具体的な内容については「別添1：要求水準書」に示すとおりである。 

ア 公共施設等の設計・建設業務 

a. 設計業務 

b. 工事監理業務 

c. 建設業務 

イ 公共施設等の総括管理業務 

a. 供用開始準備業務 

b. 日常管理業務 

c. その他の管理業務 

ウ 公共施設等の維持管理業務 

a. 保守・点検業務 

b. 修繕・更新業務 

c. 備品等管理業務 

d. 清掃業務 

e. 警備業務 

※ 公共施設等の光熱水費は、実費精算払いを行う。特定事業者は、可能な限り光熱水費を縮

減すると共に、公共施設等の維持管理を行うにあたっては省エネに配慮すること。 

エ 公共施設等の運営業務 

a. 子育て支援拠点運営業務 

b. くつろぎ交流機能運営業務 

c. 事業実施業務 

d. 駐車場運営業務 

e. その他 
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オ 民間施設事業 

民間施設事業実施企業は、本事業の目的及び趣旨を踏まえ、公共施設等との一体的な土地

利用による各機能の相乗的効果や、民間施設事業の事業リスクが本事業の実施に影響を及ぼ

さないように配慮し、自らの提案で自らの費用と責任において以下の民間施設事業を実施す

るものとする。 

 

a. 市の基本的な考え方 

民間施設事業は、借地借家法第22条に基づく一般定期借地権、又は、同法第23条に基

づく事業用定期借地権を設定する。 

 

b. 市が期待する民間施設 

市は、民間施設について、利活用計画における利活用の方向性や整備方針を踏まえ、に

ぎわい創出が期待できる飲食機能（カフェ、レストラン等）や生活利便機能（日用品販売

施設、健康増進施設等）に加え、新たに、中心市街地の活性化が図れる機能についても提

案を期待する。ただし、青少年の健全育成に影響を及ぼすものを除く。 

民間施設の規模は500㎡以上とする。 

 

③ 公共施設等の運営業務における公・民役割分担の考え方 

本事業は、公の施設として、公共性・公益性を十分確保した上で民間のノウハウを最大限活

かすことを基本とし、以下の事項を基本方針として運営業務を実施する。 

・ 特定事業者は、募集要項等によって示される内容に基づき、本事業に関する提案を行い、

令和5年6月に締結予定の特定事業契約※で締結された内容で各業務を実施する。 

・ 各種サービスの企画にあたっては、特定事業者の有する新しい発想、企画力、技術力、情

報と併せて市民のニーズを的確に捉えた企画を立案する。 

・ 特定事業者は、自らが提供するサービスが本書及び特定事業契約※に規定する内容に即し

ているか、あるいは市民ニーズを的確に反映しているかを常にセルフモニタリングし、特

定事業者の有する効率的サービス提供能力を最大限に活かし、質の高いサービス提供を目

指す。 

・ 市は、特定事業者の企画・提供するサービスが本書及び特定事業契約※に規定する内容に

即しているか、あるいは市民ニーズを的確に反映しているかを常にモニタリングし、また、

市の政策との整合に配慮しつつ特定事業者に対して最大限協力、助言、情報提供を行う。 

 

※「⑥契約の形態」に示す、基本契約、施設整備契約、指定管理者基本協定、定期借地権設

定契約の4つの契約等を総称して「特定事業契約」という。 

 

④ 事業期間 

本事業の事業期間は市が特定事業者と締結する特定事業契約の締結日から以下に示す期間と

する。 

ア 公共施設等の設計・建設期間は、特定事業契約の締結日から令和8年7月31日までとする。 

イ 公共施設等の供用開始準備期間は、令和8年8月1日から令和8年9月30日までとする。 

ウ 公共施設等の維持管理・運営期間は、令和8年10月 1日から令和28年3月 31日までとする。 

エ 民間施設事業の事業期間は、事業者の提案に基づき、市と事業者の協議により決定する。 
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⑤ 事業手法 

公共施設等は、ＰＦＩ法に準じて、特定事業者が公共施設等の設計・建設・維持管理及び運

営業務を一括して行い、公共施設等の所有、資金調達に関しては市が行うＤＢＯ（Design Build 

Operate）方式により実施する。なお、特定事業者が公共施設等を設計、建設し、完成後に公共

施設等部分について市に建物所有権を譲渡するものとする公共施設建物譲渡方式と維持管理及

び運営業務を指定管理者制度とすることも選択することができる。 

また、特定事業者は、事業目的に沿った事業対象地全体の活用に資する民間事業を、借地借

家法第22条に基づく一般定期借地権、又は、同法第23条に基づく事業用定期借地権により事

業対象地の一部を活用し民間施設事業として行うこと。 

さらに、特定事業者は、自主事業として、公共施設等の一部を使用して「公共施設利用者の

利便性の向上に資する事業（カフェ事業等）」を実施することができる（任意提案）。特定事業

者が当該事業を実施する場合、市は地方自治法第238条の4第7項の規定に基づく行政財産の

使用許可（目的外使用）により、特定事業者に公共施設等の一部を使用させる。その場合の貸

付料の額は、宇部市行政財産使用料徴収条例（平成14年条例第30号）に定める使用料とする。 
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⑥ 契約の形態 

市は、本事業について特定事業者に本事業の設計・建設及び維持管理・運営等を一括で発注

するために、本事業に係る基本契約（以下、「基本契約」という。）を締結する。 

市は、基本契約に基づき、特定事業者のうち、公共施設等の設計業務を担当する者（以下、

「設計企業」という。）及び公共施設等の建設業務を担当する者（以下、「建設企業」という。）

と、本事業に係る施設整備契約（以下、「施設整備契約」という。）を締結する。なお、特定事

業者のうち設計企業及び建設企業は、公共施設等を設計、建設し、完成後に公共施設等部分に

ついて市に建物所有権を譲渡するものとする公共施設建物譲渡契約も選択することができる。 

公共施設と民間施設が合築の場合、建物は区分所有建物として整備し、土地については、定

期借地権方式とする。 

市は、基本契約に基づき、特定事業者のうち、公共施設等の維持管理業務を担当する者（以

下、「維持管理企業」という。）及び公共施設等の運営業務を担当する者（以下、「運営企業」と

いう。）と指定管理者に関する基本協定（以下、「指定管理者基本協定」という。）を締結する。 

市は、基本契約に基づき、特定事業者のうち、民間施設事業実施企業と定期借地権設定契約

を締結する。 

なお、施設整備契約及び指定管理者基本協定に係る指定管理者の指定については、宇部市議

会の議決を得ることを想定している。 

 

 
図 1 本事業の事業スキーム（DBO方式の場合） 

  

図 2 施設構成イメージ（分棟） 

  
図 3 施設構成イメージ（合築） 
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※公共所有
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（市・民間）
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借地権：市・民間事業者（準共有）
土地所有：市

立体駐車場
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7. 特定事業者の収入 

① 市が支払うサービス対価 

市は、特定事業者が実施する以下の業務へのサービス対価を特定事業者に支払う。 

ア 設計・建設業務 

市は、公共施設等の設計・建設（什器・備品等の調達・搬入等を含む）に関する業務に係

る対価を、市が行う公共施設等の工事の検査合格の確認及び特定事業者の供用開始準備業務

報告書を確認した後に、契約においてあらかじめ定める額を支払う。 

なお、公共施設建物譲渡方式を選択する場合は、上記の業務に係る対価を公共施設建物譲

渡対価と置き換える。 

イ 総括管理業務 

市は、公共施設等の総括管理に関する業務に係る対価を、公共施設等の開館年度から事業

期間終了年度にわたって支払う。 

ウ 維持管理業務 

市は、公共施設等の維持管理に関する業務に係る対価を、公共施設等の開館年度から事業

期間終了年度にわたって支払う。 

エ 運営業務 

市は、公共施設等の運営に関する業務に係る対価を、公共施設等の開館年度から事業期間

終了年度にわたって支払う。 

 

※ サービス対価の支払い方法の詳細については、「別添4：サービス対価の算定、支払い及び

改定方法」で提示する。 

 

② 施設及び設備の使用料 

本事業では、令和8年10月の開館から令和11年3月の約3年間は、施設及び設備の使用料

は指定管理者（特定事業者）による料金徴収代行とする。 

令和11年4月以降（開館後4年目以降）は、3年間の利用状況を踏まえ、市と特定事業者の

協議により、利用料金制の導入も検討することとする。 

なお、本事業で使用料を徴収する諸室は、一時保育ルーム、多目的室、フリースペース（小）、

フリースペース（大）、駐車場とする。（使用料を徴収する諸室の詳細は、別添1：要求水準書で

示す。）   

 

③ 自主事業からの収入 

特定事業者の独自提案に基づき実施する自主事業によって得られる収入は、特定事業者の収

入とする。 
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④ 駐車場運営業務からの収入 

特定事業者は、公共施設利用者用の駐車台数120台を確保した上で、民間施設利用者用の駐

車場を公共施設利用者用の駐車場と複合的に整備した場合、利用者からの使用料のうち民間施

設利用者用の駐車台数分は、特定事業者の収入とすることができる。 

なお、民間施設利用者用の駐車場に係る費用は特定事業者が費用負担し、複合的に整備した

駐車場は市の所有とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 4 駐車場事業の収支イメージ 

 

※1：市は、公共施設利用者用の駐車台数120台分のサービス対価（前頁の「① 市が支払うサ

ービス対価 ア～エ」）を支払う。 

※2：民間施設利用者用の駐車場（α台）を公共施設利用者用の駐車場と複合的に整備した場合、

民間施設利用者用の駐車場（α台）に係る費用は特定事業者が費用負担する。 

※3：特定事業者が徴収代行を行い市へ支払う駐車場使用料は、以下の算定式に基づき、全体の

駐車場使用料（Y円）からα台分を差し引いた金額（公共施設利用者用の駐車台数120台

分）の使用料とする。 

 

【特定事業者が徴収代行を行い市へ支払う駐車場使用料の算定式】 

徴収代行を行い市へ支払う駐車場使用料（Ｙ’円） 

＝駐車場全体の駐車場使用料（Ｙ円）× 

 

 

 

⑤ 民間施設事業に係る収入 

民間施設事業によって得られる収入は、特定事業者の収入とする。 

  

特定事業者 

市 

設計 

駐車場使用料 
（Ｙ円） 

「①市が支払うサービス対価」に
係る費用（120 台分※1） 

駐車場使用料（Ｙ’円＝Ｙ円-α台分）※3 

１２０台＋α台分の費用負担※2 

建設 維持管理・運営 

駐車場 
利用者 

120（公共施設利用者用の駐車台数） 

120（公共施設利用者用の駐車台数）＋α（民間施設利用者用の駐車場） 
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8. 特定事業者の負担 

① 土地の借地料 

特定事業者は、自らが提案した民間施設事業に係る土地の借地料を、「別添9：定期借地権設

定契約書（案）」に基づき、土地の借地期間中、市へ支払う。 

※民間施設事業において特定事業者が市に支払う借地料については、3 年ごとの改定を行う。

詳細については、「第４4(4)借地料の改定方法」及び「別添9：定期借地権設定契約書（案）」

に示す。 

 

② 民間施設事業に係る費用 

特定事業者は、自らの提案で行う民間施設事業を自らの費用と責任において実施する。 

 

③ 公共施設等の設計・建設業務に係る費用（公共施設建物譲渡方式を選択した場合のみ） 

公共施設建物譲渡方式を選択した場合、特定事業者は、一旦、公共施設等の設計・建設業務

に係る費用を負担する。特定事業者は、整備完了後に公共施設等部分を市へ譲渡し、公共施設

建物譲渡対価を市から得る 。 
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9. 本事業のスケジュール 

① 特定事業契約の締結    令和5年6月 

② 設計・建設期間      令和5年7月～令和8年7月 

③ 供用開始準備期間     令和8年8月～令和8年9月 

④ 開館           令和8年10月 

⑤ 維持管理・運営期間    令和8年10月～令和28年3月 

 

※ 公共施設等の建築基準法第7条に定める完了検査及び竣工検査は、令和8年6月末日まで

に済ませ、市に報告を行うこと。 

※ 民間施設事業の事業スケジュールは、原則、特定事業者の提案に委ねるが、公共施設等の

開館に合わせて利用できるように配慮すること。 

 

10. 法令等の遵守 

特定事業者は、本事業を実施するにあたり必要とされる関係法令等（法律、政令、省令等）及び

市の条例等（条例、規則等）を遵守すること。 

詳細については、「別添1：要求水準書」を参照すること。 

 

11. 事業期間終了時の措置 

特定事業者は、事業期間中、各業務を適切に行うことにより、本事業の終了時に、公共施設等を

募集要項等に示す良好な状態で市に引継ぎを行わなければならない。 
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第３ 特定事業者の募集及び選定に関する事項 

1. 特定事業者の募集及び選定の手順 

(1) 特定事業者の募集・選定スケジュール（予定） 

① 募集要項等の公表            令和5年1月17日 

② 直接対話2回目の実施          令和5年2月1日 

③ 募集要項等に関する質問受付       令和5年2月2日～6日 

④ 募集要項等に関する質問の回答      令和5年2月22日 

⑤ 参加表明書及び参加資格確認申請書の受付 令和5年3月27日～29日 

⑥ 参加資格確認結果の通知         令和5年4月12日 

⑦ 企画提案書受付             令和5年4月17日～19日 

⑧ 優先交渉権者の選定、公表        令和5年5月 

⑨ 基本協定の締結             令和5年6月 

⑩ 特定事業契約の締結・指定管理者の指定  令和5年6月 
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(2) 特定事業者の募集手続等 

① 直接対話2回目の実施 

本事業及び募集の趣旨について、民間事業者の理解促進を図るため、市と民間事業者との直

接対話を実施する。 

直接対話2回目の日時 

令和5年2月1日（水） 

直接対話 2 回目への参加申込者に対して、別途、市から開催時間を

通知する。 

会場 宇部市役所 会議室（予定） 

参加申込期限 令和5年1月24日（火） 17時まで 

参加申込方法 

直接対話2回目参加申込書（様式1－1）に必要事項を記入の上、「第

9 2担当窓口」に電子メールにて提出すること。（※必ず、電話で受

信等の確認を行うこと。） 

件名は「常盤通りにぎわい交流拠点利活用事業 直接対話 2 回目申

込●」（●は提出企業名）とする。 

なお、参加人数は、１グループで10名以内とする。 

留意事項 

原則非公開とする。ただし、市が公平性の観点から全ての応募者に共

通で明示すべき条件が明らかになった場合は、募集要項等の修正を

行い公表する場合がある。なお、優先交渉権者を選定する際の審査に

影響するものではなく、対話内容は、優先交渉権者を選定するための

提案内容を拘束するものではない。 

 

② 募集要項等に関する質問・意見及び回答 

募集要項等に関する質問・意見を以下のとおり受け付ける。 

質問・意見受付期間 令和5年2月2日（木）～6日（月） 17時まで 

質問・意見に対する 

回答 

令和5年2月22日（水）  

市公式ウェブサイトにて公表する。 

提出方法 

募集要項等に関する意見・質問書（様式1－2）に必要事項を記入の上、「第

9 2担当窓口」に電子メールにて提出。（※必ず、電話で受信等の確認

を行うこと。） 

件名は「常盤通りにぎわい交流拠点利活用事業 質問・意見書●」（●は提

出企業名）とする。 

留意事項 
質問を提出した企業名は公表せず、また、意見表明と解されるものに

は回答しないことがある。 

 

③ 募集要項等の変更 

直接対話等における応募者からの意見等を受けて、募集要項等の内容の変更を行うことがあ

る。 

なお、変更した場合は、速やかにその内容を市公式ウェブサイトで公表する。 

 

④ 参加表明書及び参加資格確認申請書の受付 

応募者は、参加表明書及び参加資格確認申請書を市に提出し、確認を受けること。 

参加表明書及び参加資格確認申請書の受付は、以下のとおりとする。 

受付期間 令和5年3月27日（月）～29日（水） 17時まで 

提出方法 

「別添 3：様式集及び記載要領」の様式2-1～2-8に規定する各種提出書類

等を【担当窓口】へ持参又は郵送（配達証明付書留郵便に限る。）により提

出すること。 

提出先 「第9 2担当窓口」 
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⑤ 参加資格確認結果の通知 

参加資格確認結果は、書面により令和5年4月12日（水）までに応募者の代表企業宛に発送

する。 

なお、参加資格を満たしていないと判断された者は、通知日の翌日から起算して３日（土日

祝日を除く。）以内に、書面（様式は自由）を郵送（書留郵便に限る。）することにより、その

理由の説明を求めることができる。また、回答は書面により行う。 

 

⑥ 企画提案書の受付 

提案書の受付は、以下のとおりとする。 

受付期間 

令和5年4月17日（月）～19日（水） 17時まで 

※応募者は、企画提案書を提出する日時を提出する3日前までに 

「第9 2担当窓口」に電話で連絡すること。 

提出方法 

「別添 3：様式集及び記載要領」に規定する各種提出書類等（様式 1-1～

2-9以外）を下記へ持参又は郵送（配達証明付書留郵便に限る。）により提

出すること。 

提出先 「第9 2担当窓口」 

留意事項 企画提案書は、「別添3：様式集及び記載要領」に従い作成すること。 

 

⑦ 企画提案書に関するプレゼンテーションの実施 

優先交渉権者の選定にあたり、応募者に対し、提案の内容に関するヒアリングを実施する。

後日、実施時期及び開催場所等詳細を応募グループの代表企業に連絡する。 

 

⑧ 選定結果の通知及び公表 

市は、優先交渉権者の選定後、選定結果を速やかに応募グループの代表企業に文書にて通知

する。なお、電話等による問い合わせには応じない。 

審査結果及び評価は、市公式ウェブサイトを通じて公表する。 

なお、優先交渉権者として選定されなかった者は、通知日の翌日から起算して７日（土日祝

日を除く。）以内に、書面（様式は自由）を郵送（書留郵便に限る。）することにより、その理

由の説明を求めることができる。また、回答は書面により行う。 
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2. 応募者の備えるべき参加資格要件 

本事業への応募者は、複数の企業等で構成されるグループとし、応募手続きを代表して行う企業

（以下、「代表企業」という。）を定めるものとする。 

 

(1) 特定目的会社の設立について 

応募者を構成する企業の一部は、基本協定の締結後に会社法（平成17年法律第86号）に定める

株式会社として公共施設等の維持管理業務及び運営業務を目的とする特別目的会社（以下、「ＳＰ

Ｃ」という。）を設立することができる。なお、【ＳＰＣを設立する場合】もしくは【ＳＰＣを設立

しない場合】における応募者は、以下の企業によって構成される。 

 

ア 【ＳＰＣを設立する場合】 

用語 定義 

代表企業 応募者のうち、応募手続を行う企業で、ＳＰＣに出資する企業。 

構成企業 応募者のうち、代表企業以外の企業で、ＳＰＣに出資する企業。 

協力企業 
応募者のうち、ＳＰＣに出資せず、ＳＰＣから直接業務を受託又は請け

負うことを予定している者、及び民間施設事業実施企業。 

 

ただし、ＳＰＣを設立する場合は、次の要件を全て満たさなければならない。 

 

a. 代表企業及び構成企業である株主は、合わせてＳＰＣの全議決権の2分の1を超える

議決権を有すること。なお、代表企業及び構成企業以外の株主は議決権保有割合が出

資者中最大とならないこと。 

b. ＳＰＣの株主は、原則として本事業の事業契約が終了するまでＳＰＣの株式を保有す

ることとし、市の事前の書面による承認がある場合を除き、譲渡、担保権等の設定そ

の他一切の処分を行ってはならないこと。 

 

イ 【ＳＰＣを設立しない場合】 

用語 定義 

代表企業 応募者のうち、応募手続を行う企業。 

構成企業 応募者のうち、代表企業以外の企業。 

協力企業 － （想定されない。） 

 

a. 代表企業及び構成企業の役割分担が明確になっていること。 

b. 代表企業及び構成企業が分担業務に関して市及び第三者に与えた損害は当該構成企業

がこれを負担すること。 
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(2) 応募者の構成等 

応募者の構成等は以下のとおりとする。 

ア  応募者は、次に掲げる企業で構成するものとし、市が実施する資格審査の結果、資格を

有すると認められた者でなければならない。 

a. 設計企業 

b. 建設企業 

c. 維持管理企業 

d. 運営企業 

e. 民間施設事業実施企業 

イ  応募者は、応募にあたり、代表企業及び構成企業を明らかにし、いずれの業務を実施す

るかを明らかにすること。なお、一者が複数の業務を兼ねて実施することや業務範囲を明

確にした上で各業務を複数の者で分担することは差し支えない。ただし、同一の企業が建

設業務と工事監理業務を実施することはできないものとする。 

ウ  応募者の変更は原則として認めない。ただし、構成企業については、やむを得ない事情

が生じた場合は、市の承認を得て変更することができる。 

エ  応募者は、他の応募者の代表企業及び構成企業になることはできない。 

 

(3) 応募者の参加資格要件 

応募者は、次の資格要件を満たすものとする。 

ア 共通事項 

a. 地方自治法施行令第167条の4に規定する者でないこと。 

b. 会社更生法（平成14年法律第154号）による更生手続開始の申立てがなされている

者又は民事再生法（平成11年法律第225号）による再生手続開始の申立てがなされ

ている者等経営状態が著しく不健全である者でないこと。（更生手続又は再生手続の

開始決定後、宇部市から再認定を受けている者を除く。） 

c. 募集要項等の公表日から優先交渉権者選定・公表日までの間に、宇部市建設工事等の請

負契約に係る指名停止措置要領及び宇部市物品の調達等及び業務委託に係る指名停止

措置要領の規定に基づく指名停止の措置を受けていないこと。 

d. 応募者を構成する企業の代表者は、指定管理者の指定を管理の委託とみなした場合

に、地方自治法第92条の2（議員の兼業禁止）、第142条（長の兼業禁止）又は第

180条の5第6項（委員の兼業禁止）の規定に抵触する者でないこと。 

e. 国、山口県、市に収めるべき税金等を滞納している者でないこと。 

f. 宇部市暴力団排除条例第2条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非

難されるべき関係を有する者でないこと。 
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g. 本事業に係るアドバイザリー業務を委託した八千代エンジニヤリング株式会社（同協

力事務所としてアンダーソン・毛利・友常法律事務所外国法共同事業）と資本面又は

人事面において関連のある者でないこと。 

h. 選定委員会の委員が所属する企業又はその企業と資本面又は人事面において関連のあ

る者でないこと。 

イ 設計業務、工事監理業務を行う企業は、以下の要件を満たしていること。 

a. 参加表明書及び参加資格確認申請書受付時に、本市の令和5・6年度競争入札参加資

格者名簿に登録されていること（令和5年1月に登録受付開始予定）。 

b. 建築士法（昭和25年法律第202号）第23条の規定に基づく一級建築士事務所の登録

を行っていること。 

c. 延床面積3,500㎡以上の公共施設の設計実績があること。 

ウ 建設業務を行う企業は、以下の要件を満たしていること。 

a. 参加表明書及び参加資格確認申請書受付時に、本市の令和5・6年度競争入札参加資

格者名簿に登録されていること（令和5年1月に登録受付開始予定）。 

b. 建設業法（昭和24年法律第100号）第3条第1項の規定による特定建設業の許可を

受けていること。 

c. 本市の競争入札参加資格者名簿に、総合点数（建築一式）７５０点以上で登録されて

いる者であり、かつ建築一式工事の過去3年間の平均完成工事高が２億円以上である

者であること。 

なお、建設業務を複数企業で行う場合は当該業務を代表する者が当該要件を満たすこ

と。 

d. 延床面積3,500㎡以上の公共施設の施工実績があること。なお、建設業務を複数企業

で行う場合は当該業務を代表する者が当該要件を満たすこと。 

エ 維持管理業務を行う企業は、以下の要件を満たしていること。 

a. 維持管理業務を実施するにあたり、必要な資格・専門性を有すること。（詳細は、「別

添1：要求水準書」に示す。） 

b. 本施設の維持管理業務と類似の業務実績があること。 

オ 運営業務を行う企業は、以下の要件を満たしていること。 

a. 運営業務を行うにあたって必要な資格・専門性を有すること。（詳細は、「別添1：要

求水準書」に示す。） 

b. 本施設の運営業務と類似の業務実績があること。 
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カ 民間施設事業実施企業は、以下の要件を満たしていること。 

a. 民間施設事業に係る提案内容と同等又は類似の業務に係る実績を有していること。複

数の民間施設事業実施企業で業務を分担する場合、各々の民間施設事業実施企業が担

当する業務について、当該要件を満たしていること。 

 

(4) 参加資格基準日 

上記（３）の確認基準日は、参加表明書及び参加資格確認申請書の提出までとする。 

 

(5) 参加資格基準日以降の取扱い 

参加資格基準日の翌日から基本協定締結日までの間、応募者の構成員のいずれかが参加資格要件

を欠くに至った場合、市は当該選定事業者と基本協定を締結しない場合がある。なお、選定事業者

の選定前であった場合は、審査対象から除外する場合がある。この場合において、市は当該応募者

に対して一切の費用負担を行わないものとする。 

ただし、代表企業以外の構成員が参加資格要件を欠くに至った場合は、当該応募者は参加資格要

件を欠いた者に代えて、参加資格要件を有する構成員を補充し、市が参加資格要件等の確認及び応

募者の事業能力を勘案し、特定事業契約締結後の事業運営に支障をきたさないと判断した場合は、

当該応募者の参加資格要件を引き続き有効なものとして取り扱うことができるものとする。なお、

この場合、補充する者の参加資格確認基準日は、当初の構成員が参加資格要件を欠いた日とする。 
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3. 応募に関する留意事項 

(1) 提出書類の作成等に関する費用 

応募に伴う費用は、すべて応募者の負担とする。 

 

(2) 募集要項等の承諾 

応募者は、企画提案書の提出をもって、募集要項等の記載内容を承諾したものとする。 

 

(3) 使用言語、使用通貨、単位及び時刻 

「別添 3：様式集及び記載要領」に指定するもの以外は、応募に関して使用する言語は日本語、

単位は計量法（平成4年法律第51号）に定めるもの、通貨単位は円、時刻は日本標準時とする。 

 

(4) 応募の無効 

以下の事項に該当する場合は、本事業への応募を無効とする。 

① 虚偽の記載をした場合 

② 複数の提案を行った場合 

 

(5) 提出書類の取り扱い・著作権等 

① 提出書類の変更等の禁止 

誤字等を除き、提出書類の変更、差し替え又は再提出は認めない。 

 

② 著作権 

本事業に関する企画提案書の著作権は応募者に帰属するが、優先交渉権者として選定された場

合は、図面や計画概要等を公開する。また、応募者の企画提案書については、優先交渉権者の選

定に関わる審査及び公表、その他本事業に関する業務以外に応募者に無断で公表しない。なお、

企画提案書は返却しない。 

 

③ 特許権等 

提案内容に含まれる特許権、実用新案権、意匠権、商標権等の日本国の法に基づいて保護され

る第三者の権利を使用した結果生じた責任は、応募者が負う。 

 

(6) 市からの提示資料の取り扱い 

市が本事業の募集手続きにおいて提示する資料は、本事業応募に係る検討以外の目的で使用する

ことはできない。 

 

(7) 参加の辞退 

企画提案書を提出した応募者で、本事業への参加を辞退するときには、参加辞退届（別添 3：様式

集及び記載要領 様式2-9）を「第9 2担当窓口」に示す担当課に持参にて提出する。 
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4. 提案価格の上限及び下限 

(1) 設計、建設、総括管理、維持管理及び運営に要する経費 

本事業の実施にあたり市が算定した本施設の設計・建設業務、総括管理業務、維持管理業務及び

運営業務費（＝予定価格）は、下記のとおりであり、応募者はこの価格を上限として提案すること。 

また、提案にあたっては、消費税率を10%として提案すること。 

 

予定価格（提案上限額）：6,017,319千円（税込） 

 

 

(2) 借地料単価の下限 

本事業の民間施設事業における借地料単価の下限額は、以下とする。 

 

借地料単価の下限額  ：72円／㎡ ・月 （1月あたりの単価であることに留意） 
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5. 審査及び選定に関する事項 

(1) 選定方法 

本事業は、公募型プロポーザル方式によって特定事業者を選定する。 

市は、特定事業者の選定にあたり、学識経験者等の外部委員及び市の職員から構成する旧山口井

筒屋宇部店跡地利活用事業者選定委員会（以下、「選定委員会」という。）を設置する。 

選定委員会は、提案内容の審査を行い、最優秀提案及び次点を選定する。市は、選定委員会によ

る審査結果を踏まえ、優先交渉権者及び次点交渉権者を決定する。市は、優先交渉権者と契約協議

を行い、協議が整わない場合は、次順位優先交渉権者と協議する。 

審査は、募集要項等に基づき、応募者から提出される企画提案書を対象に、総合的に評価する。

詳細は、「別添2：事業者選定基準書」に示す。 

 

 

(2) 選定委員会 

市は、特定事業者の選定において、公平性及び透明性を確保することを目的に、学識経験者等で

構成される選定委員会を設置している。 

なお、選定委員は以下のとおりとする（敬称略）。 

 

    委 員 長  南  学  （東洋大学 客員教授） 

    委  員  内田 文雄 （山口大学 名誉教授） 

福代 和宏 （山口大学大学院技術経営研究科 教授） 

今藤 邦亮 （㈱日本政策金融公庫下関支店 事業統轄） 

原   義夫 （中小企業診断士） 

村上 隆  （宇部商工会議所 専務理事） 

藤崎 昌治 （宇部市副市長） 

 

(3) 選定委員への接触の禁止 

応募者やそれと同一と判断される団体等が、本事業の特定事業者の選定までの間に、選定委員に

面談を求めたり、応募者のPR資料を提出したりするなどによって、当該応募者を有利に又は他の応

募者を不利にするよう働きかけることを禁止する。また、選定委員会での協議内容等について聴取

することも禁止する。 

これらの禁止事項に抵触したと選定委員会又は市が判断した場合には、当該応募者は参加資格を

失うものとする。 
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第４ 提案に関する事項 

1. 立地に関する事項 

(1) 事業対象地の概要 

事業対象地は、宇部市中心市街地活性化基本計画における市役所周辺地区に位置している。 

表 1 事業対象地の概要 
所在地 山口県宇部市常盤町一丁目8－9、8－16、8－7 
敷地面積 4,214㎡ 
所有者 宇部市 
用途地域 商業地域 
その他地域区域 商業地域、特定用途誘導地区（大規模小売施設、特定機能病院等）、準防火地

域、駐車場整備地区、景観計画区域（シンボルロード沿道地区） 
容積率 400% ※宇部市都市計画特定用途誘導地区による容積緩和あり 
建ぺい率 90%  ※事業対象地は角地につき、90%まで緩和 
外壁の後退距離(m) 制限なし 
絶対高さ制限(m)  制限なし 
敷地規模規制の下限値 制限なし 
斜線制限 道路斜線 適用距離(m) 20 

勾配 1.5 
隣地斜線 立ち上り(m) 31 

勾配 1.5 
北側斜線 立ち上り(m) 制限なし 

勾配 制限なし 
現状 既存建物（旧山口井筒屋宇部店、広島銀行宇部支店）が残存 

既存建物の解体は、市が先行して実施する。 

 

 
地図出典：（C）NTTインフラネット 

図 5 事業対象地  

事業対象地 

≪広域図≫ 

宇部市役所 

琴芝駅 

 

 

≪拡大図≫ 

事業対象地 

真締川 

琴芝街区公園 
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(2) 事業対象地周辺の施設配置状況 

事業対象地周辺における施設の配置状況を以下に示す。市役所を中心に行政、医療、商業、金融

等の多様な機能が集積している。 

⑦まちづくりプラザ・⑧勤労青少年会館・⑨総合福祉会館については、施設の老朽化等の事情に

より機能の移転が計画されている。 

図 6 事業対象地周辺の施設配置状況 
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2. 各業務の提案に関する条件 

各業務の提案に関する条件は、「別添1：要求水準書」に示すとおりである。 

 

3. 民間施設の運営に関する条件 

(1) 民間施設の運営開始 

民間施設事業の事業スケジュールは、原則、特定事業者の提案に委ねるが、公共施設等の開館に

合わせて利用できるように配慮すること。 

 

(2) 民間施設の賃貸 

特定事業者は、以下の要件を満たしている場合に、自らの責任において民間施設を第三者（以下

「テナント事業者」という。）に賃貸することができる。なお、テナント事業者を変更する場合（提

案時のテナントの変更を含む）についても同様とする。 

 

① テナント事業者の企業名、営業内容等について市に通知し、承諾を得ていること。 

② 特定事業者とテナント事業者の賃貸借契約が定期建物賃貸借契約であり、書面をもって契約

が締結されていること。 

③ 定期建物賃貸借契約期間満了時に契約が更新されないものであることを、特定事業者がテナ

ント事業者に対して書面を交付して説明していること。 

④ 定期建物賃貸借契約の期間が民間施設の借地権の存続期間を超えない（再契約又はテナント

事業者の交替の場合は従前の期間を通算して民間施設の借地権の存続期間を超えない）もの

であること。 
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4. 土地の貸付条件 

(1) 貸付方法等 

民間施設事業実施企業は、民間施設に係る敷地について、借地借家法に基づき、定期借地権設定

契約を市と締結する。借地期間は本施設の建設工事着工日から特定事業者から提案のあった期間ま

でとする。 

 

(2) 貸付対象面積 

① 公共施設と民間施設が分棟の場合 

貸付対象面積は、事業対象地のうち、公共施設等に係る敷地を除いた面積とする。 

 

② 公共施設と民間施設が合築の場合 

区分所有建物の土地、区分所有建物に付随する外構における定期借地権は、市と特定事業者

の準共有とする。 

定期借地権の準共有持分割合は、区分所有建物における「公共施設」と「民間施設」の専有

面積按分に基づいて算定した割合により定める。 

 

表 2 貸付対象（施設構成イメージ） 

公共施設と民間施設が分棟の場合 公共施設と民間施設が合築の場合 

  

 

  

民間施設公共施設

土地所有：市

※民間所有※公共所有

借地権：民間事業者
土地所有：市

立体駐車場

※公共所有

民間施設

公共施設

※区分所有

（市・民間）

土地所有：市

※公共所有

借地権：市・民間事業者（準共有）
土地所有：市

立体駐車場
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(3) 借地料の支払い方法 

借地料は、毎年度ごとの支払とし、借地期間にわたり、特定事業者が提案した提案単価（円／㎡・

月）に基づき、市に対して支払う。毎年度分の借地料については、「定期借地権設定契約書（案）」

に定めるところにより、特定事業者が市に対して支払う。 

なお、特定事業者の借地料支払が遅延した場合、市は特定事業者に対し、遅延損害金を請求する

ことができるものとする。遅延損害金は、支払期日の翌日から当該支払の完了した日までの期間の

日数に応じ年14.6％の割合で計算した額とし、年365日の日割り計算とする。 

 

(4) 借地料の改定方法 

「(2)貸付対象面積」を対象に借地料を改定する。以下に示す指標及び算定式において、令和 11

年を第1回とし、その後3年ごとに改定する。 

 

表 3 借地料の改定の指標及び算定式 

指標 固定資産税仮評価額 

算定式 （１）令和11年3月までの借地料 

   改定しない。 

 

（２）令和11年4月以降の借地料 

算定式：Ｐt＝Ｐr×（Ｗt／Ｗr） 

（10≦ｔ≦賃貸借期限、3年ごと）（改定率：Ｗt／Ｗｒ） 

 

Ｐr（=Ｐt－3）：前回改定時の地代。なお、初回は提案した借地料。 

Ｐt：固定資産税仮評価額に基づく改定後の借地料 

Ｗt：上記に示す指標の令和［ｔ］年4月の価格 

Ｗr（=Ｗt－3）：上記に示す指標の前回改定時の価格。なお、初回は令和5年4月時

点の価格 

 

(5) 定期借地権の譲渡 

特定事業者は、原則、定期借地権の譲渡を行うことはできない。 

 

(6) 定期借地権満了時の取扱い 

定期借地権満了時の取扱いは、「別添9：定期借地権設定契約書（案）」に定めるとおりとする。 
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5. 外構、共用部に係る費用負担 

(1) 公共施設と民間施設が分棟の場合 

外構（駐車場、駐輪場を除く）の公共施設等の設計・建設業務に係る費用は、表4に示すように、

公共施設と立体駐車場（公共所有）部分の敷地範囲（借地権設定以外の敷地）に係る外構の費用と

する。 

 

(2) 公共施設と民間施設が合築の場合 

外構（駐車場、駐輪場を除く）※1の公共施設等の設計・建設業務に係る費用は、「公共施設」と「民

間施設」の専有面積で按分する。 

 

外構（駐車場、駐輪場を除く）の公共施設等の設計・建設業務に係る市の負担額 

＝外構（駐車場、駐輪場を除く）全体の設計・建設業務に係る費用 

×（「公共施設」の専有面積／「公共施設」「民間施設」の専有面積の合計） 

 

共用部分（区分所有建物）※2の公共施設等の設計・建設業務に係る費用は、「公共施設」と「民間

施設」の専有面積で按分する。 

 

共用部分（区分所有建物）の公共施設等の設計・建設業務に係る市の負担額 

＝共用部分（区分所有建物）の設計・建設業務に係る費用 

×（「公共施設」の専有面積／「公共施設」「民間施設」の専有面積の合計） 

 

表 4 公共施設等の設計・建設業務に係る費用の対象 

公共施設と民間施設が分棟の場合 

 

公共施設と民間施設が合築の場合 

 

 

  

民間施設公共施設

土地所有：市

※民間所有※公共所有

借地権：民間事業者
土地所有：市

立体駐車場

※公共所有

外構 外構 

公共施設等の設計・建設業務に係る費用の対象  

 

外構 

民間施設

公共施設

※区分所有

（市・民間）

土地所有：市

※公共所有

借地権：市・民間事業者（準共有）
土地所有：市

立体駐車場

外構※1 
公共施設等の設計・建設業務に係る費用の対象  
  

※2 

外構※1 
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6. 保険 

特定事業者は、以下の要件を満たす保険契約を締結するものとする。詳細は、「別添7-1：施設整

備契約書（案）」、「別添8：指定管理者基本協定書（案）」に示す。 

 

(1) 設計・建設・工事監理期間中 

特定事業者は、火災保険、建設工事保険及び第三者賠償責任保険に加入すること。 

 

(2) 維持管理・運営期間中 

市は全国市長会市民総合賠償補償保険に加入している。また、建物総合損害共済への保険付保を

予定している。特定事業者は、第三者に損害を及ぼした場合に生じた損害を負担する賠償責任保険

等、適切な範囲で保険等に加入すること。 

 

7. 市と特定事業者の責任分担 

(1) 基本的な考え方 

本事業におけるリスク分担の考え方は、想定されるリスクをできる限り明確化した上で、適切な

リスク分担を実現することにより、低廉で質の高いサービスの提供を目指そうとするものである。 

 

(2) 予想されるリスクと責任分担 

予想されるリスク及び市と特定事業者の責任分担は、「別添6：基本契約書（案）」、「別添7-1：施

設整備契約書（案）」、「別添8：指定管理者基本協定書（案）」、「別添9：定期借地権設定契約書（案）」

に定めるとおりとする。 
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第５ 事業実施に関する事項 

1. 本事業の実施状況のモニタリング 

市は、特定事業者が実施する公共施設等の設計、建設、総括管理、維持管理及び運営業務につい

て、要求水準書に規定した要求水準を達成しているか否かを確認すべく、事業の実施状況について

モニタリングを実施する。 

 

(1) モニタリングの時期 

① 基本設計・実施設計時 

市は、特定事業者によって行われた設計が市の要求した性能に適合するものであるか否かにつ

いて確認を行う。 

 

② 工事施工時 

特定事業者は、建設工事においては建築基準法に規定されている工事監理者を設置し、工事監

理を行い、市は、定期的に工事施工、工事監理の状況の確認を行う。 

また、市が要請したときは、工事施工の事前説明及び事後報告、工事現場での施工状況の確認

を行う。 

 

③ 工事施工完了時 

特定事業者は、施工記録を用意し、市は現場で確認を行う。 

 

④ 維持管理・運営段階 

市の指定管理者のモニタリング方法に基づき、事業の実施状況についてモニタリングを実施す

る。 

ア 実施の手順 

指定管理者が行う施設の管理運営の状況について、毎月又は随時、確認を行うものとは別に、

半期ごとにモニタリングチェックシートを使用し、評価を行う。 

半期ごとに行った評価結果をもとに当該年度の総合評価として、年度終了後にモニタリング

レポートを作成する。 

イ 利用者アンケートの実施 

指定管理者が行う施設の管理運営状況のうち、サービスの質に関する評価を行うため、施設

の利用者に対するアンケートを実施する。 

また、指定管理者が行う各種講座その他の事業に対する満足度、要望事項等を収集するため、

同様にアンケートを実施する。 

ウ 3月期評価 

年度末から次年度の年度協定締結時までに、3月期評価として、前半期のモニタリング結果、

アンケート調査、月報等により評価を行う。この評価を踏まえ、次年度の課題や本市の政策目

的とそれらを反映させた施設の設置目的を指定管理者と共有し、次年度以降の施設の管理運営

に反映させる。 
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エ 外部評価委員会による検証（開館から５年ごとに実施する。） 

モニタリングレポートについて、その客観性、透明性を担保するため、その評価内容を外部

委員による統一的視点から検証する。 

オ モニタリングレポートの公表 

各年度のモニタリングレポート及び外部評価委員会による検証結果は、市公式ウェブサイト

に掲載することにより公表する。 

 

(2) モニタリングの結果等 

モニタリングの結果、要求水準が維持されていない場合は、支払いの延期や支払減額、改善勧告、

特定事業契約解除等の対象となる。 

 

2. 支払い手続き 

支払い手続きの詳細は、「別添4：サービス対価の算定、支払い及び改定方法」に示すとおりとす

る。 
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第６ 契約に関する事項 

1. 契約手続き 

(1) 基本協定の締結 

市と優先交渉権者は、契約の締結に関する基本協定に関し、「別添 5：基本協定書（案）」に基づ

き、基本協定を締結する。 

 

(2) 特定事業契約の締結 

基本協定締結後、市と優先交渉権者は、基本契約、施設整備契約（もしくは公共施設建物譲渡契

約）、指定管理基本協定、定期借地権設定契約を締結する。 

 

(3) 特別目的会社の設立 

特別目的会社の設立を提案する場合、優先交渉権者は、基本契約締結までに設立するものとする。 

 

2. 契約の枠組み 

(1) 対象者 

基本契約の対象：特定事業者 

施設整備契約（もしくは公共施設建物譲渡契約）の対象：設計企業、建設企業、工事監理企業 

指定管理基本協定の対象：維持管理企業、運営企業 

定期借地権設定契約の対象：民間施設事業実施企業 

 

(2) 締結時期（予定） 

①仮契約（基本契約、施設整備契約書（もしくは公共施設建物譲渡契約）、指定管理者基本協定） 

：令和5年6月 

②本契約（基本契約、施設整備契約書（もしくは公共施設建物譲渡契約）、指定管理者基本協定） 

：令和5年6月 

③本契約（定期借地権設定契約） 

：民間施設事業工事着工時（提案による） 

 

3. 契約保証金 

特定事業者は、特定事業契約の定めに基づき、契約保証金を納付するものとする。 

 

4. 特定事業者の特定事業契約上の地位 

特定事業者は、事前に市の書面による承諾を得た場合を除き、特定事業契約上の地位及び権利義

務を譲渡、担保提供その他の方法により処分してはならない。 

 

5. 係争事由に係る基本的な考え方 

事業計画又は特定事業契約等の解釈について疑義が生じた場合、市と特定事業者は、誠意をもっ

て協議するものとし、協議が整わない場合は、特定事業契約に規定する具体的措置に従う。 

 

6. 管轄裁判所の指定 

特定事業契約に関する紛争については、公共施設等の管理者等の事務所所在地を管轄する裁判所

を第一審の裁判所とする。 
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第７ 事業の継続が困難となった場合における措置に関する事項 

事業の継続が困難となった場合、市は特定事業契約の定めに従い、対応する。詳細は、特定事

業契約を参照すること。 

 

第８ 財政上及び金融上の支援に関する事項 

1. 法制上及び税制上の措置に関する事項 

市は、ＰＦＩ法に規定する法制上及び税制上の措置の支援は予定していない。 

 

2. 財政上及び金融上の支援に関する事項 

本事業は、国土交通省所管の都市構造再編集中支援事業における交付金及び地方債の活用を予

定している。 

 

3. その他の支援 

市は、特定事業者が本事業実施に必要となる許認可等に対し、必要に応じて協力を行う。 

 

第９ その他特定事業の実施に関し必要な事項 

1. 議会の議決 

特定事業契約及び指定管理者の指定に関する議会議決を予定している。 

 

2. 担当窓口 

宇部市 都市政策部 中心市街地活性化推進課 

〒755-8601 

 山口県宇部市常盤町一丁目7番1号 

 TEL ：0836-34-8896 

 FAX ：0836-22-6049 

 Mail：nigiwai@city.ube.yamaguchi.jp    
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